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1 財政の背景

2 予算規模

の単位は％となっており、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下第１位までとなっております。このため、構成比の合計が１００％にならない場合もあります。
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▲ 156,5751,937,940 2,359,122 87,273普 通 会 計 増　　減　　率 3.0 ▲ 6.6 206,281計 繰越明許

墓地特別会計を普通会計に含むこととなり、その数値で決算報告をしている。※各表中の金額は、特定のものを除いて単位は千円です。したがって、単位未満の金額は、一部端数処理したものを除いて原則として四捨五入してあります。また、増減率、構成比等

本村財政は、世界的な金融危機の深刻化、世界同時不況、急激な円高という環境の下、個人村民税の減少、宅地の下落により固定資産税が減少している。しかし、一部企業の業績持ち直し基調にあることから、法人税が前年と比較し伸びはあるものの、地方税全体では前年と比較し減少している。地方交付歳出面では、平成２１年度からの繰越事業である、地域活性化・きめ細かな臨時交付金、地域活性化・公共投資臨時交付金、安全・安心な学校づくり交付金事業に取り組み、地元企業が受注できる事業や、いわゆる裏負担（地方負担分）に活用できた。また、経常収支比率（臨時財政対策債、減税補てん債を税については、国税の減収により減も予想されたが、国の補正予算により単位費用が増額されたことから、前年度と比較し増額となった。
住民生活の資質の向上を図る上で地方公共団体の果たすべき役割はますます増大してきている中、より一層効果的な財政運営、計画的事業選別等に努め、低成長、少子高齢化社会に対応した財政運営が強く求められている。

決算統計においては、個々の地方公共団体の財政比較や統一的な掌握のため必要な会計（普通会計）を対象として行うが、平成１２年度決算統計から平成２２年度の普通会計予算額は、当初予算 １，９９６，８３６千円で前年度 １，９３７，９４０千円より５８，８９６千円（３．０％）増加、その後の補正措置で２０５，７１１千円を増額し、総額 ２，２０２，５４７千円となり、前年度２，３５９，１２２千円より１５６，５７５千円（６．６％）減少した。
区分平 成 ２ ２ 年 度平 成 ２ １ 年 度差　　　　額 当　　　初1,996,836 2,202,54758,896 補　　　正205,711421,182

含む。）は、５．２％減の７７．６％となり、公債費比率は２．１％減の７．５％、起債借入の際の指標となる実質公債費比率は２．０％減の１５．５％となった。



3 決算規模

実質単年度収支　 …… 単年度収支 ＋ 積立金 ＋ 繰上償還金 － 積立金取崩金（注）平成１２年度決算統計から墓地特別会計は普通会計区分となっているものである。（平成２２年度決算統計資料より）

4 決算収支 …… （平成２２年度の歳入歳出差引額 － 平成２２年度の予算繰越に伴う翌年度に繰り越すべき財源）…… （平成２２年度の実質収支 － 平成２１年度の実質収支）１７２，６３７千円４３，４４４千円

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
６千円、繰出金２４，７３３千円が増加、普通建設事業（単独）▲１２２，６９６千円、補助費等▲１０１，８４７千円、人件費▲１７，４８２千円、公債費▲１５，９０６千前年度に比べ、歳入で２，７１４千円（０．１％）の減少、歳出で７２，８４８千円（３．１％）の減少となっている。歳入面では、地方交付税１４８，７０７千円、国庫支出金６１，４７８千円、繰入金２０，９００千円、県支出金１０，９３０千円が増加、繰越金▲１７７，４５２千円、村債▲６３，１２４千円、地方税▲１０，７９１千円、使用料▲３，２４５千円、地方譲与税▲１，０６２千円が減少している。歳出面では、扶助費６４，１４０千円、普通建設事業（補助）６０，４８７千円、物件費４１，８４

今年度実質収支 － 前年度実質収支
積 立 金取 崩 金 実質単年度収支積立金普通会計 区　　分 歳入額 歳出額平成２２年度平成２１年度

◎　実 質 収 支◎　単年度収支

単年度収支平成２２年度普通会計の決算額について、下記のとおりである。
55,865実 質 収 支単年度収支

43,444歳入歳出差引 － 翌年度に繰り越すべき財源▲ 2,714▲ 0.1 26,69070,134▲ 72,848

　なお、各会計の決算額は、「第１表」のとおりである。

増　減　率

実質収支は１７２，６３７千円となり、単年度収支は４３，４４４千円となった。今後も適正な歳入歳出の執行に努め、収支の均衡を図らなければならない。

33.6▲ 3.1 46.5 123.2 0.0差　　額
歳入歳出差引 02,473,754 2,250,052 21,6612,322,900 220,988150,854 200,284翌年度に繰り越すべき財源 実質収支 43,4442,471,040 48,351

円が減少。 

繰上償還金156,840 00131,545172,637129,193 ▲ 12,421 0.0 119,1240 0 81,160025,29519.2



5 歳入の状況平成２２年度の歳入構成は次のとおりである。
地方譲与税（１．２％）、その他（２．９％）となっている。　　なお、平成２２年度歳入額状況の詳細は「第２表」のとおりである。

歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額　　　　２２２２，，，，４７１４７１４７１４７１，，，，０４００４００４００４０千円千円千円千円

分担金・負担金／使用料・手数料（２．３％）、地方消費税交付金（１．７％）、　 
構成比の高いものから、地方交付税（５０．９％）、地方税（１８．1％）、国庫支出金（１１．８％）、県支出金（４．０％）、村債（３．６％）、繰越金（３．５％）、その他70,352千円2.9%地方譲与税30,793千円1.2%地方消費税交付金42,064千円1.7%分担金・負担金/使用料・手数料56,547千円2.3%繰越金86,854千円3.5% 地方交付税1,258,788千円50.9%地方税（村税）446,696千円18.1%国庫支出金292,062千円11.8%

県支出金97,884千円4.0%
村債89,000千円3.6%



（１） 地方税
（２） 地方譲与税

（３） 利子割交付金　 利子割交付金の決算額は、１，３９４千円で前年度（１，６８９千円）と比べ、２９５千円（▲１７．５％）の減少となった。（４） 配当割交付金　 配当割交付金の決算額は、４７４千円で前年度（３７８千円）と比べ、９６千円（２５．４％）の増加となった。（５） 株式等譲渡所得割交付金　 株式等譲渡所得割交付金の決算額は、１３２千円で前年度（１８３千円）と比べ、５１千円（▲２７．９％）の減少となった。（６） 地方消費税交付金　 地方消費税交付金の決算額は、４２，０６４千円で前年度（４２，１３５千円）と比べ、７１千円（▲０．２％）の減少となった。（７） 自動車取得税交付金 　自動車取得税交付金の決算額は、５，８４２千円で前年度（６，０９９千円）と比べ、２５７千円（▲４．２％）の減少となった。

76.4地 方 揮 発 油 譲 与 税 9,068 5,141 3,927自 動 車 重 量 譲 与 税
（２３，１８３千円）と比べ、１，４５８千円（▲６．３％）の減少となった。また、地方道路譲与税が廃止され、３，５３１千円減額となった。地 方 譲 与 税 ▲ 1,062 ▲ 3.3伸　び　率比　　　　　較増　減　額30,793 31,855地 方 道 路 譲 与 税 ▲ 3,531区　　　　　分 平成２２年度決　　算　　額 平成２１年度決　　算　　額
 　地方譲与税の決算額は、３０，７９３千円で前年度（３１，８５５千円）と比べ、１，０６２千円（▲３．３％）の減少となった。内訳は、地方揮発油譲与税が９，０６８千円で前年度（５，１５４千円）と比べ、３，９２７千円（７６．４％）の増加、自動車重量譲与税が２１，７２５千円で前年度
　 地方税（村税）の収入は、４４６，６９６千円で前年度 （４５７，４８７千円）と比べ、１０，７９１千円（▲２．４％）の減少となった。

0 ▲ 1,458 皆減21,725 23,1833,531 ▲ 6.3



（８） 地方特例交付金　 地方特例交付金の決算額は、８，７３９千円で前年度（６，８４４千円）と比べ、１，８９５千円（２７．７）の増加となった。

（９） 地方交付税
（１０） 交通安全対策特別交付金 　交通安全対策特別交付金の決算額は、６２４千円で前年度（６７１千円）と比べ、４７千円（▲７．０％）の減少となった。（１１） 分担金及び負担金 　分担金及び負担金の決算額は、２，５４１千円で前年度（２，０１０千円）と比べ、５３１千円（２６．４％）の増加となった。（１２） 使用料　 使用料の決算額は、５１，７３７千円で前年度（５４，９８２千円）と比べ、３，２４５千円（▲５．９％）の減少となった。（１３） 手数料 　手数料の決算額は、２，２６９千円で前年度（２，６５３千円）と比べ、３８４千円（▲１４．５％）の減少となった。

7.3特 別 交 付 金 0 91 ▲ 91 皆減269地 方 特 例 交 付 金 8,739 6,844減収補てん特例交付金 3,946 3,6774,793 3,076児童手当特例交付金 1,7171,895

14,320148,707134,38786,371100,6911,158,097普 通 交 付 税 平成２２年度 平成２１年度

平成２２年度 平成２１年度 比　　　　　較決　　算　　額 決　　算　　額区　　　　　分

増　減　額内訳は、普通交付税が１，１５８，０９７千円で前年度（１，０２３，７１０千円）と比べ１３４，３８７千円（１３．１％）の増加となり、特別交付税は１００，６９１千円で

内訳は、児童手当特例交付金が４，７９３千円で前年度（３，０７６千円）と比べ、１，７１７千円（５５．８％）の増加、減収補てん特例交付金３，９４６千円で前年度３，６７７千円）と比べ２６９千円（７．３％）の増加となり、特別交付金は平成２１年度で廃止され、９１千円減額となった。

比　　　　　較伸　び　率

増　減　額

13.4

伸　び　率27.755.8
1,110,081 13.116.61,023,710

前年度（８６，３７１千円）と比べ、１４，３２０千円（１６．６％）の増加となった。地方交付税の決算額は、１，２５８，７８８千円で前年度（１，１１０，０８１千円）と比べ、１４８，７０７千円（１３．４％）の増加となった。
地 方 交 付 税 決　　算　　額 決　　算　　額特 別 交 付 税区　　　　　分 1,258,788



（１４） 国庫支出金　 国庫支出金の決算額は、２９２，０６２千円で前年度（２３０，５８４千円）と比べ、６１，４７８千円（２６．７％）の増加となった。＜国庫支出金の主なもの＞児童手当及び子ども手当交付金　８３，１８７千円　　　安全・安心な学校づくり交付金　６８，０３２千円　　　地域活性化・きめ細かな臨時交付金　６４，１６０千円地域活性化・公共投資臨時交付金　３８，６１３千円　　　障害者自立支援給付費負担金　１９，２４７千円　　　　（１５） 県支出金 　県支出金の決算額は、９７，８８４千円で前年度（８６，９５４千円）と比べ、１０，９３０千円（１２．６％）の増加となった。＜県支出金の主なもの＞児童手当及び子ども手当交付金　１３，６５２千円　　　保険基盤安定負担金　１１，３４０千円　　　障害者自立支援給付費等負担金　９，２５３千円　　　　　　個人県民税徴収取扱交付金　８，２５６千円　　　後期高齢者保険基盤安定負担金　７，４３６千円　　　防災情報通信設備事業交付金　６，９４２千円　　　　　（１６） 財産収入 　財産収入の決算額は、５，８５３千円で前年度（４，５０７千円）と比べ、１，３４６千円（２９．９％）の増加となった。（１７） 寄附金 　寄附金の決算額は、１，４４０千円で前年度（８１０千円）と比べ、６３０千円（７７．８％）の増加となった。（１８） 繰入金 　繰入金の決算額は、２５，７２９千円で前年度（４，８２９千円）と比べ、２０，９００千円（４３２．８％）の増加となった。（１９） 繰越金 　繰越金の決算額は、８６，８５４千円で前年度（２６４，３０６千円）と比べ、１７７，４５２千円（▲６７．１％）の減少となった。　 なお、前年度歳計余剰金から決算処分として財政調整基金に積立てした金額は、８６，０００千円である。（２０） 諸収入 　諸収入の決算額は、２０，１２５千円で前年度（１２，５７３千円）と比べ、７，５５２千円（６０．１％）の増加となった。（２１） 村債 　地方債の決算額は、８９，０００千円で前年度（１５２，１２４千円）と比べ、６３，１２４千円（▲４１．５％）の減少となった。



6 歳出の状況（１） 目的別歳出の状況
歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額　　　　２２２２，，，，２５０２５０２５０２５０，，，，０５２０５２０５２０５２千円千円千円千円 構成比の高いものから、総務費（２１．９％）、民生費（２１．５％）、教育費（１５．４％）、農林水産業費（９．９％）、公債費（９．７％）、衛生費（８．４％）、消防費（５．５％）、土木費（４．８％）、議会費（１．９％）、なお、目的別歳出決算額状況の詳細については「第３表」のとおりである。商工費（０．８％）、労働費（０．２％)となっている。

教育費345,925千円15.4%
民生費483,177千円21.5%

総務費493,616千円21.9%

議会費43,146千円1.9%土木費108,642千円4.8%消防費124,532千円5.5%衛生費188,088千円8.4%公債費219,414千円9.7% 農林水産業費221,701千円9.9%

商工費17,150千円0.8% 労働費4,661千円0.2%



（２） 性質別歳出の状況
（3） 義務的経費
（４） 投資的経費
（５） その他の経費（６） 経常収支比率

で前年度（４９４，８２２千円）と比べ１７，４８６千円（▲３．５％）減少となり、全体に占める割合は２１．２％となった。公債費は２１９，４１４千円で前年度（２３５，３
の他の経費に大別することができる。平成２２年度の性質別決算額の状況は「第４表」による。　 なお、歳出決算額に占める義務的経費と投資的経費の比率の推移は「第１図」のとおりである。歳出の経費を性質別に分類すると、義務的経費（人件費・公債費・扶助費）、投資的経費（普通建設事業費・災害復旧事業費・失業対策事業費）及びそ
２０千円）と比べ、１５，９０６千円（▲６．８％）減少した。内訳は、地方債元金償還が１７６，３８１千円（公債費の８０．４％）地方債利子が４３，０３３（公債費の

財政構造の弾力性を判断する指標の一つである経常収支比率とは、人件費・扶助費・公債費等の義務的性格の経常経費に、地方税・地方交付税・地方譲与税などの経常一般財源収入（毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されておらず自由に使用し得る収入のこと）がどの程度
 　その他の経費の決算額は、１，０９８，２８７千円で前年度（１，１３９，６７８千円）と比べ、４１，３９１千円（▲３．６％）の減少となった。
１９．６％）となっている。扶助費は、１８３，９９１千円で前年度（１１９，８５１千円）と比べ、６４，１４０千円（５３．５％）の増加となった。 　投資的経費の決算額は、２７１，０２０千円で前年度（３３３，２２９千円）と比べ、６２，２０９千円（▲１８．７％）減少となった。内訳は補助事業費として、吉子川小学校体育館耐震補強・大規模改造工事４７，６９８千円、太陽光発電システム（滑津小学校、吉子川小学校、中島中）
義務的経費の決算額は、８８０，７４５千円で前年度（８４９，９９３千円）と比べ、３０，７５２千円（３．６％）増加となった。内訳は、人件費が４７７，３４０千円

使われているかをみる指数である。その経常収支比率の推移をみると「第２図」のとおりで、平成２２年度は、７７．６％となり、前年度（８２．８％）と比べると５．２％下降した。内訳は、人件費が２４．７％（前年度２６．７％）で最も高く、次いで公債費１１．９％（前年度１３．５％）、扶助費２．７％（前年度２．７％）となっている。

設置工事６１，１５９千円。単独事業費として村道補修工事６３，２９２千円、排水路修繕工事７，９６６千円、排水路機能強化事業６，２９１千円となっている。



〔上図の説明〕
（７） 財政力指数

指標の持つ意味 経常歳　入 臨時

減少している。なお、年次別財政力指数は「第５表」のとおりとなっている。

歳　出 　　（残余）臨時的経費

財政力指数とは、地方交付税の算定に用いる基準財政需要額に対し、基準財政収入額がどの程度の比率であるかを指数で表したもので、この数値が
臨時の財政需要に充当できる経常一般財源の残余が多くなり、財源構造が弾力的であると言える。に充ててもなお残余があるのが通常である。一方臨時的経費には、まず臨時的な特定財源が充当されるが、財源不足を生じるのが通常であり、この不足分は、臨時的一般財源と経常経費に充当した経常一般財源の残余によって補うこととなる。したがって、経常的経費に充当した経常一般財源が少ないほど、

経 常余剰財源

「１」に近いほど財政力が強い。平成２２年度の当該年度以前の３ヶ年平均により求められた財政力指数は、０．２９４で前年度（０．３１４）より０．０２ポイント
経常的経費には経常的な特定財源が充当されるほか、その未充当部分は経常一般財源が充てられる。経常一般財源は、この経常的経費の未充当部分

経常的経費
特定財源 一般財源 一般財源特定財源

※　参考　　平成２２年度単年度財政力指数は０．２６３となる。



7 将来にわたる財政負担（１） 地方債現在高

（２） 債務負担行為額
（３） 積立金現在高４千円（構成比４．５％）、その他特定目的基金２８３，７８２千円（構成比１４．７％）となっている。 　なお、積立金現在高の推移は、「第３図」による。

新たに地域医療体制の充実に係る負担金について、平成３１年度までの期間で１２，３００千円を限度とする債務負担行為を起こした。（５４．６％）増加している。過去に設定した債務負担行為に基づく平成２２年度の支出額は１，３８６千円で前年度（２０７千円）に比べ、１，１７９千円（５９６．６％）増加している。平成２２年度末の積立金現在高は、１，９３３，７６９千円で、前年度（１，７０３，１５７千円）に比べ、２３０，６１２千円（１３．５％）増加している。内訳は、年度間
平成２２年度末における債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は３０，９１３千円であり、前年度末（１９，９９９千円）に比べ、１０，９１４千円
２年度の公債費負担比率は１０．３％で前年度（１１．４％）と比べ、１．１ポイント下降している。
 　なお、地方債現在高及び公債費比率、公債費負担比率、実質公債費比率の推移は、「第４図」による。

の財源調整を行うために積立ている財政調整基金１，５６２，０８３千円（構成比８０．８％）、将来の地方債の償還に充てるために積立ている減債基金８７，９０

平成２２年度末の地方債現在高は、２，３４０，４６０千円で前年度末（２，４２７，８４１千円）に比べ、８７，３８１千円（▲３．６％）の減少となっている。公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を公債費負担比率といい、この比率が高いほど財政運営の硬直性の高まりを示すと言われる。平成２　 また、地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、実質公債費比率が平成１８年度から導入されました。起債が原則自由となる「協議団体」と、総務省の許可を要する「許可団体」の判断に用いられるもので、１８％を超えると許可団体と認定されます。平成２２年度は当該年度を含む過去３年間の平均値で算定されます。本村の実質公債費比率は１５．５％で前年度（１７．５％）と比べ、２．０ポイント下降している。



第　１　表会 計 別 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数 収入済額 対前年度比 指数支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％） 支出済額 （％）2,582,751 3.3 100.0 2,623,371 1.6 101.6 2,089,350 ▲ 20.4 80.9 2,045,269 ▲ 2.1 79.2 2,416,109 18.1 93.5 2,295,252 ▲ 5.0 88.9 2,473,754 7.8 95.8 2,471,040 ▲ 0.1 95.72,406,799 4.1 100.0 2,466,769 2.5 102.5 1,968,755 ▲ 20.2 81.8 1,881,995 ▲ 4.4 78.2 2,302,454 22.3 95.7 1,960,946 ▲ 14.8 81.5 2,322,900 18.5 96.5 2,250,052 ▲ 3.1 93.5国 民 健 康 保 険 446,369 4.4 100.0 477,334 6.9 106.9 486,653 2.0 109.0 540,674 11.1 121.1 611,533 13.1 137.0 591,708 ▲ 3.2 132.6 590,775 ▲ 0.2 132.4 581,585 ▲ 1.6 130.3特 別 会 計 428,176 5.7 100.0 451,561 5.5 105.5 461,797 2.3 107.9 497,662 7.8 116.2 588,119 18.2 137.4 552,386 ▲ 6.1 129.0 548,905 ▲ 0.6 128.2 544,309 ▲ 0.8 127.1簡 易 水 道 149,705 ▲ 7.4 100.0 135,403 ▲ 9.6 90.4 147,196 8.7 98.3 147,800 0.4 98.7 144,717 ▲ 2.1 96.7 130,941 ▲ 9.5 87.5 142,176 8.6 95.0 155,441 9.3 103.8特 別 会 計 137,829 ▲ 9.0 100.0 124,314 ▲ 9.8 90.2 136,716 10.0 99.2 138,357 1.2 100.4 133,542 ▲ 3.5 96.9 123,408 ▲ 7.6 89.5 137,417 11.4 99.7 150,452 9.5 109.2土 地 造 成 事 業 17,679 ▲ 0.1 100.0 19,406 9.8 109.8 18,977 ▲ 2.2 107.3 26,775 41.1 151.5 26,774 ▲ 0.0 151.4 34,791 29.9 196.8 33,433 ▲ 3.9 189.1 33,233 ▲ 0.6 188.0特 別 会 計 4,772 29,725.0 100.0 430 ▲ 91.0 9.0 2 ▲ 99.5 0.0 1 ▲ 50.0 0.0 19 1,800.0 0.4 1,358 7,047.4 28.5 200 ▲ 85.3 4.2 229 14.5 4.8老 人 保 健 445,910 ▲ 10.5 100.0 475,764 6.7 106.7 465,164 ▲ 2.2 104.3 411,417 ▲ 11.6 92.3 410,093 ▲ 0.3 92.0 48,190 ▲ 88.2 10.8 1,889 ▲ 96.1 0.4 605 ▲ 68.0 0.1特 別 会 計 440,218 ▲ 10.7 100.0 474,067 7.7 107.7 463,756 ▲ 2.2 105.3 411,005 ▲ 11.4 93.4 398,839 ▲ 3.0 90.6 47,152 ▲ 88.2 10.7 1,284 ▲ 97.3 0.3 605 ▲ 52.9 0.1農業集落排水処理事業 244,930 1.1 100.0 226,771 ▲ 7.4 92.6 262,633 15.8 107.2 275,388 4.9 112.4 230,504 ▲ 16.3 94.1 289,260 25.5 118.1 245,810 ▲ 15.0 100.4 218,514 ▲ 11.1 89.2特 別 会 計 230,025 1.7 100.0 216,076 ▲ 6.1 93.9 254,432 17.8 110.6 266,946 4.9 116.1 223,426 ▲ 16.3 97.1 279,129 24.9 121.3 239,108 ▲ 14.3 103.9 217,928 ▲ 8.9 94.7墓 地特 別 会 計介 護 保 険 176,652 4.9 100.0 201,790 14.2 114.2 206,832 2.5 117.1 208,281 0.7 117.9 215,121 3.3 121.8 221,587 3.0 125.4 242,116 9.3 137.1 286,418 18.3 162.1特 別 会 計 133,069 ▲ 9.2 100.0 154,499 16.1 116.1 173,773 12.5 130.6 188,803 8.6 141.9 199,717 5.8 150.1 209,584 4.9 157.5 227,520 8.6 171.0 264,035 16.0 198.4後期高齢者医療 29,153 皆増 - 30,095 3.2 103.2 30,822 2.4 105.7特 別 会 計 28,897 皆増 - 29,856 3.3 103.3 30,355 1.7 105.0歳 入 決 算 額 の 推 移 　　　　　　歳 出 決 算 額 の 推 移

歳 入 歳 出 決 算 額 の 推 移 （単位：千円・％）平 成 １ ９ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度 平 成 ２ １ 年 度平 成 １ ６ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 平 成 １ ８ 年 度 平 成 ２ ２ 年 度平 成 １ ５ 年 度普 通 会 計
※12年度より普通会計に計上 ※20年度新設

0500,0001,000,0001,500,0002,000,0002,500,0003,000,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（千円）一般会計（普通会計） 国民健康保険特別会計 簡易水道特別会計土地造成事業特別会計 老人保健特別会計 農業集落排水処理事業特別会計墓地特別会計 介護保険特別会計 後期高齢者医療特別会計

0500,0001,000,0001,500,0002,000,0002,500,0003,000,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度（決算統計資料による）

（千円）一般会計（普通会計） 国民健康保険特別会計 簡易水道特別会計土地造成事業特別会計 老人保健特別会計 農業集落排水処理事業特別会計墓地特別会計 介護保険特別会計 後期高齢者医療特別会計



第　２  表 決 算 額 構 成 比 経常一般財源 構 成 比 決 算 額 構 成 比 経常一般財源 構 成 比 増 減 額 伸 び 率地 方 税 446,696 18.1 446,696 26.2 457,487 18.5 457,487 29.0 ▲ 10,791 ▲ 2.4地 方 譲 与 税 30,793 1.2 30,793 1.8 31,855 1.3 31,855 2.0 ▲ 1,062 ▲ 3.3利 子 割 交 付 金 1,394 0.1 1,394 0.1 1,689 0.1 1,689 0.1 ▲ 295 ▲ 17.5配 当 割 交 付 金 474 0.0 474 0.0 378 0.0 378 0.0 96 25.4株式等譲渡所得割交付金 132 0.0 132 0.0 183 0.0 183 0.0 ▲ 51 ▲ 27.9地 方 消 費 税 交 付 金 42,064 1.7 42,064 2.5 42,135 1.7 42,135 2.7 ▲ 71 ▲ 0.2自動車取得税交付金 5,842 0.2 5,842 0.3 6,099 0.3 6,099 0.4 ▲ 257 ▲ 4.2地 方 特 例 交 付 金 8,739 0.4 8,739 0.5 6,844 0.3 6,844 0.4 1,895 27.7地 方 交 付 税 1,258,788 50.9 1,158,097 67.8 1,110,081 44.9 1,023,710 64.9 148,707 13.4内 普 通 交 付 税 1,158,097 46.9 1,158,097 67.8 1,023,710 41.4 1,023,710 64.9 134,387 13.1訳 特 別 交 付 税 100,691 4.1 0 0.0 86,371 3.5 0 0.0 14,320 16.6交通安全対策特別交付金 624 0.0 624 0.0 671 0.0 671 0.1 ▲ 47 ▲ 7.0分 担 金 及 び 負 担 金 2,541 0.1 0 0.0 2,010 0.1 0 0.0 531 26.4使 用 料 51,737 2.1 3,268 0.2 54,982 2.2 1,038 0.1 ▲ 3,245 ▲ 5.9手 数 料 2,269 0.1 0 0.0 2,653 0.1 0 0.0 ▲ 384 ▲ 14.5国 庫 支 出 金 292,062 11.8 0 0.0 230,584 9.3 0 0.0 61,478 26.7県 支 出 金 97,884 4.0 0.0 86,954 3.5 0.0 10,930 12.6財 産 収 入 5,853 0.2 766 0.1 4,507 0.2 433 0.0 1,346 29.9寄 付 金 1,440 0.1 0.0 810 0.0 0.0 630 77.8繰 入 金 25,729 1.0 0.0 4,829 0.2 0.0 20,900 432.8繰 越 金 86,854 3.5 0.0 264,306 10.7 0.0 ▲ 177,452 ▲ 67.1諸 収 入 20,125 0.8 8,380 0.5 12,573 0.5 4,834 0.3 7,552 60.1村 債 89,000 3.6 0.0 152,124 6.1 0.0 ▲ 63,124 ▲ 41.5歳 入 総 額 2,471,040 100.0 1,707,269 100.0 2,473,754 100.0 1,577,356 100.0 ▲ 2,714 ▲ 0.1（決算統計資料による）

歳 入 決 算 内 訳  （普 通 会 計）
（単位：千円・％）区 分 平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度 決 算 額 の 比 較



第　３　表 （単位：千円・％）決 算 額 （ A ） 構 成 比 決 算 額 （ A ） 構 成 比 増 減 額 伸 び 率議 会 費 43,146 1.9 44,494 1.9 ▲ 1,348 ▲ 3.0総 務 費 493,616 21.9 580,560 25.0 ▲ 86,944 ▲ 15.0民 生 費 483,177 21.5 477,201 20.5 5,976 1.3衛 生 費 188,088 8.4 167,120 7.2 20,968 12.5労 働 費 4,661 0.2 46,595 2.0 ▲ 41,934 ▲ 90.0農 林 水 産 業 費 221,701 9.9 233,671 10.1 ▲ 11,970 ▲ 5.1商 工 費 17,150 0.8 17,635 0.8 ▲ 485 ▲ 2.8土 木 費 108,642 4.8 51,721 2.2 56,921 110.1消 防 費 124,532 5.5 153,151 6.6 ▲ 28,619 ▲ 18.7教 育 費 345,925 15.4 315,432 13.6 30,493 9.7災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0公 債 費 219,414 9.7 235,320 10.1 ▲ 15,906 ▲ 6.8諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0歳 出 総 額 2,250,052 100.0 2,322,900 100.0 ▲ 72,848 ▲ 3.1（決算統計資料による）

比 較区 分 目 的 別 決 算 の 状 況 （ 普 通 会 計 ）平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度



第　４　表 （単位：千円・％）決 算 額 （ A ） 構 成 比 決 算 額 （ A ） 構 成 比 増 減 額 伸 び 率人 件 費 477,340 21.2 494,822 21.3 ▲ 17,482 ▲ 3.5義 う ち 職 員 給 289,274 12.9 303,270 13.1 ▲ 13,996 ▲ 4.6務 公 債 費 219,414 9.7 235,320 10.1 ▲ 15,906 ▲ 6.8的 内 元 利 償 還 金 219,414 9.7 235,320 10.1 ▲ 15,906 ▲ 6.8経 訳 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0 0 0.0 0 0.0費 扶 助 費 183,991 8.2 119,851 5.2 64,140 53.5小 計 880,745 39.1 849,993 36.6 30,752 3.6物 件 費 295,398 13.1 253,552 10.9 41,846 16.5維 持 補 修 費 10,655 0.5 8,073 0.4 2,582 32.0そ 補 助 費 等 261,596 11.6 363,443 15.6 ▲ 101,847 ▲ 28.0の 内 一部事務組合負担金 176,726 7.9 188,776 8.1 ▲ 12,050 ▲ 6.4他 訳 上 記 以 外 の も の 84,870 3.8 174,667 7.5 ▲ 89,797 ▲ 51.4の 積 立 金 166,705 7.4 175,130 7.5 ▲ 8,425 ▲ 4.8経 投資・出資金・貸付金 3,545 0.2 3,825 0.2 ▲ 280 ▲ 7.3費 繰 出 金 360,388 16.0 335,655 14.5 24,733 7.4前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0小 計 1,098,287 48.8 1,139,678 49.1 ▲ 41,391 ▲ 3.6補 助 事 業 費 116,734 5.2 56,247 2.4 60,487 107.5投 単 独 事 業 費 154,286 6.9 276,982 11.9 ▲ 122,696 ▲ 44.3資 県 営 事 業 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0的 計 271,020 12.1 333,229 14.3 ▲ 62,209 ▲ 18.7経 災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0費 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0小 計 271,020 12.1 333,229 14.3 ▲ 62,209 ▲ 18.72,250,052 100.0 2,322,900 100.0 ▲ 72,848 ▲ 3.1（決算統計資料による）

比 較

普通建設事業費

区 分 性 質 別 決 算 の 状 況 （ 普 通 会 計 ）

歳 出 総 額

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ １ 年 度



第　５　表 （単位：％）区 分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度財政力指数の当該年度以 前 ３ ヵ 年 の 平 均 0.266 0.277 0.268 0.260 0.253 0.254 0.272 0.292 0.303 0.316 0.309 0.318 0.310 0.314 0.294

（普通交付税算出資料による）

財 政 力 指 数 の 推 移

0.00.10.20.30.40.50.60.70.80.91.0

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
財政力指数



第　６　表１　一般会計 前 年 度 末 決 算 年 度 末件数 未 償 還 元 金 決算年度起債額 未 償 還 元 金 備 考（A） （B） 　元　　金　（C） 利 子 計 （A）＋（B）－（C）１． 財 政 融 資 資 金（旧資金運用部資金 ） 32 1,041,428 1 89,000 63,087 18,145 81,232 1,067,341２． 郵 貯 資 金 3 239,218 14,009 3,472 17,481 225,209３． 簡 易 保 険 局 6 17,950 2,732 901 3,633 15,218４． 公 営 企業金融公庫 17 475,260 32,456 11,106 43,562 442,804５． 白 河 農業協同組合 19 651,453 61,565 9,369 70,934 589,888６． 共 済 組 合 等 0 0 0 0７． 県 貸 付 金 2 2,532 2,532 40 2,572 0合 計 79 2,427,841 1 89,000 176,381 43,033 219,414 2,340,460２　簡易水道特別会計 前 年 度 末 決 算 年 度 末件数 未 償 還 元 金 決算年度起債額 未 償 還 元 金 備 考（A） （B） 　元　　金　（C） 利 子 計 （A）＋（B）－（C）１． 財 政 融 資 資 金（旧資金運用部資金 ） 5 497,845 28,161 24,352 52,513 469,684合 計 5 497,845 28,161 24,352 52,513 469,684３　農業集落排水処理事業特別会計 前 年 度 末 決 算 年 度 末件数 未 償 還 元 金 決算年度起債額 未 償 還 元 金 備 考（A） （B） 　元　　金　（C） 利 子 計 （A）＋（B）－（C）１． 財 政 融 資 資 金（旧資金運用部資金 ） 24 1,390,347 68,593 42,207 110,800 1,321,754２． 公 営 企業金融公庫 30 668,883 37,235 19,566 56,801 631,648合 計 54 2,059,230 0 0 105,828 61,773 167,601 1,953,402※端数処理の関係上、前年度末未償還元金を変更し調整する場合があります。
件 数 決 算 年 度 償 還 額決 算 年 度 償 還 額

地 方 債 現 在 高 の 状 況決 算 年 度 償 還 額決 算 年 度 償 還 額

（単位：千円）

借      入      先

借      入      先
借      入      先

（単位：千円）件 数

（単位：千円）
決 算 年 度 償 還 額決 算 年 度 償 還 額件 数



第　７　表１  普通会計 （単位：千円）設定 前 年 度 末 決算年度末事 項 限 度 額 期 間 債務負担行為額 債務負担行為額 議 決 年 月 日年度 設定額 支出額 （A） 国・県 その他７ 農業経営基盤強化資金利子補給　 農林金融公庫が認定農業者に対して、農業経営基盤強化資金として総額250,000千円を超えない金額を貸出した場合、当該金融機関に対し年利0.5%の範囲内で利子補給を行うことができるものとする。21 農業経営基盤強化資金利子補給(その２)　同上 110 21～27 80 23 57 28 29 H21.3.1122 地域医療体制の充実に係る負担金 12,300 22～31 0 1,230 11,070 11,070 H22.3.10合 計 35,510 19,999 0 1,386 30,913 9,921 0 20,992（決算統計資料による）

債 務 負 担 行 為 の 状 況決算年度増減額 （ A ） の 財 源 内 訳特 定 財 源 一 般 財 源23,100  7～32 19,919 9,893 Ｈ ５．１２．２１133 19,786 9,893
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平成８年度平成９年度平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度（決算統計資料による）

歳出決算額に占める義務的経費と投資的経費の比率の推移投資的経費 義務的経費 人件費



第２図 経常収支比率の推移
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24.711.92.7
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（％） 経常収支比率 人件費 公債費 扶助費



第３図 積立金現在高の推移
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283,782274,010
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平成8年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度（決算統計資料による、H19年度からは決算書による）

（千円） 財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 基金残高(千円) 構成比(%) 財政調整基金 1,562,083 80.8 減債基金 87,904 4.5 その他特定目的基金 283,782 14.7①人材育成基金 50,169 2.6②ふれあい福祉基金 172,304 8.9③ふるさと水と土保全基金 6,900 0.4④墓地維持管理基金 1,639 0.1⑤地域雇用創出推進基金 43,000 2.2⑥図書充実のための基金 4,790 0.2⑦不登校対策等支援員基金 4,980 0.3合計 1,933,769 100.0



第４図
地方債現在高及び公債費比率、公債費負担比率、実質公債費比率の推移
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